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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　式（II）及び（III ）：
　φｄ／（φｍ＋φｌ）ｘ（ηml／ηｄ）＜１　　　　　（II）
　ηml／ηｄ＝０．８～１．２　　　　　　　　　　　　（III ）
　（式中、φｄ及びηｄは、それぞれ、エラストマー成分（Ｂ）の体積分率及び粘度を示
し、φｍは熱可塑性樹脂（Ａ）の体積分率を示し、φｌは可塑剤（Ｄ）の体積分率を示し
、ηmlは熱可塑性樹脂（Ａ）と可塑剤（Ｄ）との混合物の溶融粘度を示す）
を満たす比率の熱可塑性樹脂（Ａ）、エラストマー成分（Ｂ）及び可塑剤（Ｄ）を混合、
成形した後、可塑剤（Ｄ）を揮発、抽出又は移行させて除去することによって、
　式（Ｉ）：
　〔φｄ／φｍ〕ｘ〔ηｍ／ηｄ〕＞１　　　　　　　　（Ｉ）
　（式中、φｄ及びηｄは、それぞれ、エラストマー成分（Ｂ）の体積分率及び粘度を示
し、φｍ及びηｍは熱可塑性樹脂（Ａ）の体積分率及び粘度を示す）
を満たす、熱可塑性を示さないエラストマー組成物（Ｃ）を製造する方法。
【請求項２】
　可塑剤（Ｄ）がアルキルベンゼンスルホンアミドである請求項１に記載の熱可塑性を示
さないエラストマー組成物（Ｃ）を製造する方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は熱可塑性を示さないエラストマー組成物の製造方法に関し、更に詳しくは樹脂
の特性を生かしつつ柔軟で低温耐久性に優れた熱可塑性を示さないエラストマー組成物の
製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　熱可塑性樹脂のマトリックス（連続相）中にゴムが微細分散（分散相）した熱可塑性エ
ラストマー組成物は知られており、後で述べる式（IV）を満たすような条件下では樹脂が
ゴムをくるんだ海島構造になることは知られている（例えば特開２０００－１５９９３６
号公報参照）。熱可塑性樹脂がマトリックスとなる状態で得られる組成物をゴム状弾性体
とするためには、ゴム量をできるだけ増やす必要があるが、ゴム量を多く配合すると連続
相としての熱可塑性樹脂と、分散相としてのエラストマー成分の相が逆転するため調整さ
れた熱可塑性エラストマー組成物が、熱可塑性樹脂の流動性を示さず、成形不可能になる
ため、配合可能なゴム量には限界があった。
【発明の概要】
【０００３】
　従って、本発明の目的は、比較的少量の熱可塑性樹脂（Ａ）のマトリックス中に比較的
多量のエラストマー成分（Ｂ）を微細分散させた、柔軟で低温耐久性に優れたエラストマ
ー組成物（Ｃ）の製造方法を提供することにある。
【０００４】
　本発明に従えば、更に式（II）及び（III ）：
　φｄ／（φｍ＋φ１）ｘ（ηml／ηｄ）＜１　　（II）
　ηml／ηｄ＝０．８－１．２　　　　　　　　　（III ）
　（式中、φｄ及びηｄは、それぞれ、エラストマー成分（Ｂ）の体積分率及び粘度を示
し、φｍは熱可塑性樹脂（Ａ）の体積分率を示し、φｌは可塑剤（Ｄ）の体積分率を示し
、ηmlは熱可塑性樹脂（Ａ）と可塑剤（Ｄ）との混合物の溶融粘度を示す）
を満たす比率の熱可塑性樹脂（Ａ）、エラストマー成分（Ｂ）及び可塑剤（Ｄ）を混合、
成形した後、可塑剤（Ｄ）を揮発、抽出又は移行させて除去することによって前記熱可塑
性を示さないエラストマー組成物（Ｃ）を製造する方法が提供される。
【０００５】
　本発明によれば、熱可塑性樹脂の特性（例えば耐熱性、低ガス透過性、耐薬品性）を生
かしつつ柔軟な弾性体を得ることができるため、例えば熱可塑性樹脂としてナイロンを用
い、エラストマーとしてブチル系ゴムを用いた場合には、耐熱性、低ガス透過性、耐薬品
性、高動的耐久性を併せ持ったインナーライナーを作製することができる。同様の特性か
らホース内管、パッキングなどに用いることもできる。
【発明を実施するための形態】
【０００６】
　本発明者らは前記課題を解決すべく研究を進めた結果、熱可塑性樹脂（Ａ）とエラスト
マー成分（Ｂ）及び可塑剤（Ｄ）とを式（II）を満たす組成で混合成形して樹脂（Ａ）が
海、エラストマー（Ｂ）が島となる海島構造を作り、最終形状に成形した後、組成の一部
を除去することによって通常に作成できる限界以上にエラストマーの比率を高めた海島構
造から得られ、これによってマトリックスである熱可塑性樹脂（Ａ）の特性を生かしつつ
高いエラストマー量によって柔軟な弾性体を得ることが可能となる。
【０００７】
　従来より公知（特開平９－１００４１３号公報、特開２０００－１５９９３６号公報等
参照）である、熱可塑性樹脂成分のマトリックスにエラストマー成分が分散した熱可塑性
エラストマー組成物を製造するためには、以下の条件が必要である。すなわち、マトリッ
クス（連続相）を形成する熱可塑性樹脂成分の体積分率をφｍ、溶融混練時の粘度をηｍ
とし、一方、分散相を形成するエラストマー成分の体積分率をφｄ、同条件における粘度
をηｄとしたとき、
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　α＝〔φｄ／φｍ〕×〔ηｍ／ηｄ〕
の値が１より小さくなるような体積分率で、両者を混練する必要がある。即ち、
　〔φｄ／φｍ〕×〔ηｍ／ηｄ〕＜１　　　　　（IV）
　これは製造された熱可塑性エラストマー組成物のミクロ構造が上記αの値が１より小さ
い時には、熱可塑性樹脂成分が連続相（マトリックス）となり、エラストマー成分が分散
相（ドメイン）となって存在するため、熱可塑性樹脂の成形法に従い、成形が出来るが、
αが１以上の時には、この連続相と分散相が逆転してしまうため、調製された熱可塑性エ
ラストマー組成物は、熱可塑性樹脂の流動を示さず、従って樹脂用成型加工機で、成形不
可能となるからである。また、エラストマー量を多く配合した場合、一定以上配合すると
αが１より大きくなる傾向となり、連続相と分散相が逆転してしまうことになる。熱可塑
性樹脂からなる連続相とエラストマーからなる分散相の関係を維持しつつ、エラストマー
比率をより一層高めるには、従来から公知の製造方法ではおのずと限界があった。
【０００８】
　本発明は、熱可塑性樹脂成分（Ａ）が連続相（マトリックス）となり、エラストマー成
分（Ｂ）が分散相（ドメイン）となって存在する状態でありながら、従来の製造方法では
実現できなかった程度にまで樹脂中のエラストマー成分（Ｂ）の体積比率を高めたエラス
トマー組成物の製造方法である。
【０００９】
　すなわちエラストマー組成物（Ｃ）は
　〔φｄ／φｍ〕×〔ηｍ／ηｄ〕＞１　　　　　（Ｉ）
を満たしながら、熱可塑性樹脂成分（Ａ）の連続相（マトリックス）中に、エラストマー
成分（Ｂ）が分散相（ドメイン）となって存在する状態が形成されている。
【００１０】
　さらに、エラストマー組成物（Ｃ）の製造方法は以下のとおりである。
【００１１】
　熱可塑性樹脂成分（Ａ）に、可塑剤（Ｄ）を擬似的樹脂構成成分として、エラストマー
成分（Ｂ）とともに以下の条件を満たして配合する。
【００１２】
　〔φｄ／（φｍ＋φｌ）〕×〔ηml／ηｄ〕＜１　　（II）
　ηml／ηｄ＝０．８－１．２　　　　　　　　　　　（III ）
　（式中、φｄ及びηｄは、それぞれ、エラストマー成分（Ｂ）の体積分率及び粘度を示
し、φｍは熱可塑性樹脂（Ａ）の体積分率を示し、φｌは可塑剤（Ｄ）の体積分率を示し
、ηmlは熱可塑性樹脂（Ａ）と可塑剤（Ｄ）との混合物の溶融粘度を示す）
　これにより、可塑剤（Ｄ）を含んだ熱可塑性樹脂成分（Ａ）が連続相（マトリックス）
となり、エラストマー成分（Ｂ）が分散相（ドメイン）となる熱可塑性エラストマー組成
物（Ｅ）がまず製造される。ここで式（III ）は、粘度比ηml／ηｄを０．８－１．２の
範囲にすることで、エラストマーの分散粒子を小さくできることを示しており、分散粒子
を小さくすることで耐久性が向上することが従来より知られている。（特開２０００－１
５９９３６参照）
　ここでφ１／（φｍ＋φ１）＝０．０５～０．６より好ましくは０．１～０．３である
。
【００１３】
　このように製造した組成物（Ｅ）は、熱可塑性を有するが、この組成物（Ｅ）からさら
に、可塑剤（Ｄ）を揮発、抽出、又は移行させて、最終的に、前記式（Ｉ）を満足するエ
ラストマー組成物（Ｃ）が製造される。なお、このエラストマー組成物（Ｃ）は、熱可塑
性が失われている。
【００１４】
　本発明の熱可塑性を示さないエラストマー組成物（Ｃ）の作製に用いられる熱可塑性樹
脂（Ａ）としては、１種又はそれ以上の熱可塑性樹脂が使用され、樹脂成分としては、ポ
リアミド系樹脂（例えばナイロン６（Ｎ６）、ナイロン６６（Ｎ６６）、ナイロン４６（
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Ｎ４６）、ナイロン１１（Ｎ１１）、ナイロン１２（Ｎ１２）、ナイロン６１０（Ｎ６１
０）、ナイロン６１２（Ｎ６１２）、ナイロン６／６６共重合体（Ｎ６／６６）、ナイロ
ン６／６６／６１０共重合体（Ｎ６／６６／６１０）、ナイロンＭＸＤ６（ＭＸＤ６）、
ナイロン６Ｔ、ナイロン６／６Ｔ共重合体、ナイロン６６／ＰＰ共重合体、ナイロン６６
／ＰＰＳ共重合体）、ポリエステル系樹脂（例えばポリブチレンテレフタレート（ＰＢＴ
）、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、ポリエチレンイソフタレート（ＰＥＩ）、
ＰＥＴ／ＰＥＩ共重合体、ポリアレート（ＰＡＲ）、ポリブチレンナフタレート（ＰＢＮ
）、液晶ポリエステル、ポリオキシアルキレンジイミド酸／ポリブチレートテレフタレー
ト共重合体などの芳香族ポリエステル）、ポリニトリル系樹脂（例えばポリアクリロニト
リル（ＰＡＮ）、ポリメタクリロニトリル、アクリロニトリル／スチレン共重合体（ＡＳ
）、メタクリロニトリル／スチレン共重合体、メタクリロニトリル／スチレン／ブタジエ
ン共重合体）、ポリメタクリレート系樹脂（例えばポリメタクリル酸メチル（ＰＭＭＡ）
、ポリメタクリル酸エチル）、ポリビニル系樹脂（例えば酢酸ビニル（ＥＶＡ）、ポリビ
ニルアルコール（ＰＶＡ）、ビニルアルコール／エチレン共重合体（ＥＶＯＨ）、ポリ塩
化ビニリデン（ＰＶＤＣ）、ポリ塩化ビニル（ＰＶＣ）、塩化ビニル／塩化ビニリデン共
重合体、塩化ビニリデン／メチルアクリレート共重合体）、セルロース系樹脂（例えば酢
酸セルロース、酢酸酪酸セルロース）、フッ素系樹脂（例えばポリフッ化ビニリデン（Ｐ
ＶＤＦ）、ポリフッ化ビニル（ＰＶＦ）、ポリクロルフルオロエチレン（ＰＣＴＦＥ）、
テトラフロロエチレン／エチレン共重合体（ＥＴＦＥ））、イミド系樹脂（例えば芳香族
ポリイミド（ＰＩ））などを挙げることができる。この中でナイロンに代表される線状ポ
リアミド樹脂を用いることが耐久性とガスバリア性のバランスを取るため好ましい。
【００１５】
　また、前記エラストマー組成物のマトリックスを構成する熱可塑性樹脂（Ａ）中には、
加工性、分散性あるいはまた耐熱・酸化防止性などの改善その他のために一般的に配合さ
れる、充填剤、補強剤、加工助剤、安定剤、酸化防止剤等を必要に応じ適宜配合してもよ
い。
【００１６】
　本発明のエラストマー組成物の作製に用いられるエラストマー成分（Ｂ）は、エラスト
マー成分に加硫系配合成分を含む通常のゴム配合剤を配合してなるエラストマー組成物と
してもよいし、または、エラストマー成分に、加硫系配合成分を除く、通常のゴム配合剤
を配合したエラストマー組成物であってもよい。そのようなエラストマー成分としては、
天然ゴム、合成ポリイソプレンゴム（ＩＲ）、エポキシ化天然ゴム、スチレン－ブタジエ
ンゴム（ＳＢＲ）、ポリブタジエンゴム（ＢＲ）、ニトリル－ブタジエンゴム（ＮＢＲ）
、水素化ＮＢＲ、水素化ＳＢＲのようなジエン系ゴムおよびその水素化合物；エチレンプ
ロピレンゴム（ＥＰＤＭ，ＥＰＭ）、マレイン酸変性エチレン－αオレフィン共重合体（
Ｍ－ＰＯ）、ブチルゴム（ＩＩＲ）、イソブチレンと芳香族ビニルまたはジエン系モノマ
ー共重合体、アクリルゴム（ＡＣＭ）、アイオノマーのようなオレフィン系ゴム；Ｂｒ－
ＩＩＲ，Ｃｌ－ＩＩＲ、イソブチレンパラメチルスチレン共重合体の臭素化物（Ｂｒ－Ｉ
ＰＭＳ）、クロロプレンゴム（ＣＲ）、ヒドリンゴム（ＣＨＣ，ＣＨＲ）、クロロスルホ
ン化ポリエチレン（ＣＳＭ）、塩素化ポリエチレン（ＣＭ）、マレイン酸変性塩素化ポリ
エチレン（Ｍ－ＣＭ）のような含ハロゲンゴム；メチルビニルシリコンゴム、ジメチルシ
リコンゴム、メチルフェニルビニルシリコンゴムのようなシリコンゴム；ポリスルフィド
ゴムのような含硫黄ゴム：ビニリデンフルオライド系ゴム、含フッ素ビニルエーテル系ゴ
ム、テトラフルオロエチレン－プロピレン系ゴム、含フッ素シリコン系ゴム、含フッ素ホ
スファゼン系ゴムのようなフッ素ゴム；スチレン系エラストマー、オレフィン系エラスト
マー、ポリエステル系エラストマー、ウレタン系エラストマー、ポリアミド系エラストマ
ーのような熱可塑性エラストマーなどを挙げることができる。
【００１７】
　本発明のエラストマー組成物（Ｃ）の分散相を構成する前記エラストマー成分（Ｂ）は
動的加硫してもよく、動的加硫する場合の加硫剤、加硫助剤、および加硫条件（温度、時
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間）等は、添加するエラストマー成分（Ｂ）の組成に応じて適宜決定すればよく、特に限
定されるものではない。加硫剤としては、一般的なゴム加硫剤（架橋剤）を用いることが
できる。具体的には、硫黄系加硫剤としては粉末硫黄、沈降性硫黄、高分散性硫黄、表面
処理硫黄、不溶性硫黄、ジモルフォリンジサルファイド、アルキルフェノールジサルファ
イド等を例示でき、例えば、０．５－４重量部〔エラストマー成分（ポリマー）１００重
量部あたりの重量部〕程度用いることができる。
【００１８】
　また、有機過酸化物系の加硫剤としては、ベンゾイルパーオキサイド、ｔ－ブチルヒド
ロパーオキサイド、２，４－ジクロロベンゾイルパーオキサイド、２，５－ジメチル－２
，５－ジ（ｔ－ブチルパーオキシ）ヘキサン、２，５－ジメチルヘキサン－２，５－ジ（
パーオキシルベンゾエート）等が例示され、例えば、１～２０重量部程度用いることがで
きる。更に、フェノール樹脂系の加硫剤としては、アルキルフェノール樹脂の臭素化物や
、塩化スズ、クロロプレン等のハロゲンドナーとアルキルフェノール樹脂とを含有する混
合架橋系等が例示でき、例えば、１－２０重量部程度用いることができる。
【００１９】
　その他の配合成分として、亜鉛華（５重量部程度）、酸化マグネシウム（４重量部程度
）、リサージ（１０～２０重量部程度）、ｐ－キノンジオキシム、ｐ－ジベンゾイルキノ
ンジオキシム、テトラクロロ－ｐ－ベンゾキノン、ポリ－ｐ－ジニトロソベンゼン（２－
１０重量部程度）、メチレンジアニリン（０．２－１０重量部程度）が例示できる。
【００２０】
　また、必要に応じて、加硫促進剤を添加してもよい。加硫促進剤としては、アルデヒド
・アンモニア系、グアニジン系、チアゾール系、スルフェンアミド系、チウラム系、ジチ
オ酸塩系、チオウレア系等の一般的な加硫促進剤を、例えば、０．５～２重量部程度用い
ることができる。また、加硫促進助剤としては、一般的なゴム用助剤を併せて用いること
ができ、例えば、ステアリン酸やオイン酸およびこれらのＺｎ塩（２－４重量部程度）等
が使用できる。
【００２１】
　さらに、分散相をなすエラストマー成分（Ｂ）には、前記の配合剤に加えて、分散性や
耐熱性などの改善その他のために一般的に配合される軟化剤、老化防止剤、加工助剤など
の配合剤を必要に応じ適宜配合することができる。
【００２２】
　本発明の製造方法において使用される可塑剤（Ｄ）としては、アルキルベンゼンスルホ
ンアミド、ジアリルフタレート、ジオクチルフタレート、ジオクチルセバケート、ジオク
チルアジペート、ジイソデシルフタレート、ブチルベンジルフタレート、トリクレジルホ
スフェート、トリメリント酸イソノニルエステルなどのエステル系、メタノール、エタノ
ール、２－プロパノールなどのアルコール類、パラフィン油、ナフテン油、アロマ油など
の石油系油などが使用できるが、沸点が高いこと、樹脂との相溶性の点からアルキルベン
ゼンスルホンアミドが好ましい。
【００２３】
　本発明において、マトリックス樹脂（Ａ）中にエラストマー（Ｂ）が微細に分散してい
るエラストマー組成物（Ｃ）の製造方法は、例えば以下の通り実施することができる。先
ず、エラストマーと必要に応じて配合剤を予め一般のニーダー、バンバリーミキサー等を
用いて均一混合状態が得られるまで混練してエラストマー成分（Ｂ）を作製する。この際
エラストマー成分（Ｂ）には、カーボンブラック、オイル、その他炭酸カルシウム等の充
填剤を適当量添加することも可能である。また、必要な場合には、エラストマーの加硫剤
又は架橋剤、加硫助剤、加硫促進剤等を加えてもよい。次に、マトリックスを構成する熱
可塑性樹脂（Ａ）と可塑剤（Ｄ）及び、必要に応じて配合される老化防止剤などの配合剤
を２軸混練機などに投入して混練を行い、マトリックスを構成する熱可塑性樹脂成分（Ａ
）を作製する。このようにして作製した樹脂成分（Ａ）とエラストマー成分（Ｂ）とを２
軸混練機等に投入し、溶融混練を行う。エラストマー成分（Ｂ）に加硫系配合剤を配合し
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ていないエラストマー成分（Ｂ）を用いる場合には、混練が十分になされた段階で加硫系
配合剤を添加して更に混練し、エラストマー成分を動的架橋させ、熱可塑性エラストマー
組成物（Ｅ）を得ることができる。
【００２４】
　また、熱可塑性樹脂成分（Ａ）又はエラストマー成分（Ｂ）への各種配合剤は、上記２
軸混練前に予め混合してもよいが、上記２軸混練中に添加してもよい。更に、マトリック
ス樹脂とエラストマー、各種配合剤および可塑剤を２軸混練機などで一度に練ってもよい
が、その場合マトリックス樹脂と可塑剤を十分混練した後にエラストマーを加えるように
する必要がある。これらエラストマー成分（Ｂ）、マトリックス樹脂成分（Ａ）との混練
及びエラストマー組成物の溶融混練条件として、温度は熱可塑性樹脂が溶融する温度以上
であればよい。また、混練時の剪断速度は５００～７５００sec-1であるのが好ましく、
混練時間は、３０秒から１０分程度が好ましい。
【００２５】
　得られた熱可塑性エラストマー組成物（Ｅ）は、引き続き単軸押出機の先端のＴ型シー
ティングダイス、ストレート又はクロスヘッド構造のチュービングダイス、インフレート
成形用の円筒ダイス等を使用し、シート、フィルム又はチューブ状に成形し、その後、オ
ーブン加熱による揮発、ゴムなどと積層して熱プレスすることによる移行、メタノール等
の溶媒を用いた抽出などで可塑剤（Ｄ）の一部又は全部を除去することによりエラストマ
ー組成物（Ｃ）の成形体を得ることができる。空気入りタイヤ又はホースなどの低透過層
として利用するには可塑剤を含んでいる上記熱可塑性エラストマー組成物（Ｅ）をタイヤ
又はホースの、例えば最内層にゴムと積層した状態で貼り付け、最終形状に成形した後熱
プレスによって可塑剤（Ｄ）をゴム中に移行させることでエラストマー組成物（Ｃ）で構
成された低透過層を得ることができる。この層は樹脂がマトリクス、ゴムが分散相でゴム
量が非常に多いため、樹脂の特性、例えば低透過性、耐熱性、耐薬品性を生かしながら柔
軟でゴムのように動的耐久性に優れた材料層となる。
【実施例】
【００２６】
　以下、実施例によって本発明を更に説明するが、本発明の範囲をこれらの実施例に限定
するものでないことはいうまでもない。
実施例１－７及び比較例１－７
サンプルの調製
　表Ｉに示す配合において、エラストマー及び架橋剤を密閉型バンバリーミキサー（神戸
製鋼所製）にて１００℃２分間混合してコンパウンドを作製し、ゴムペレタイザー（森山
製作所製）にてペレット状に加工した。樹脂ペレットに樹脂用可塑剤（ブチルベンゼンス
ルホンアミド、大八化学工業製　ＢＭ－４）を樹脂に対して約３０重量％（φ１／（φｍ
＋φ１）＝０．２６）になるように加えて２軸混練機（日本製鋼所製）で混練し、得られ
た可塑剤入り樹脂とゴムペレットとを再び２軸混練機（日本製鋼所製）で混練して可塑剤
入りエラストマー組成物のペレットを作製した（動的加硫されている）。作製したペレッ
トをＴ－ダイ成形機にてシート状に成形し、メタノールを用いて可塑剤を抽出除去した後
、真空オーブンで７０℃で１２時間乾燥してメタノールを完全に除去し、エラストマー組
成物のシートを得た。
実施例８
　表Ｉに示す配合において、エラストマー及び架橋剤を密閉型バンバリーミキサー（神戸
製鋼所製）にて１００℃で２分間混合してエラストマー組成物を作製し、ゴムペレタイザ
ー（森山製作所）にてペレット状にした。樹脂ペレットに樹脂用可塑剤（ブチルベンゼン
スルホンアミド、大八化学工業製ＢＭ－４）を樹脂に対して約３０重量％になるように加
えて２軸混練機（日本製鋼所製）で混練し、得られた可塑剤入り樹脂とエラストマーペレ
ットを再び２軸混練機（日本製鋼所製）で混練して可塑剤入りエラストマー組成物のペレ
ットを作製した（動的架橋されている）。作製したペレットをＴ－ダイ成形機にてシート
状に成形し、真空オーブン１８０℃で３０分間乾燥して可塑剤を揮発除去し、エラストマ
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実施例９
　表Ｉに示す配合において、エラストマー及び架橋剤を密閉型バンバリーミキサー（神戸
製鋼所製）にて１００℃で２分間混合してエラストマー組成物を作製し、ゴムペレタイザ
ー（森山製作所）にてペレット状に加工した。樹脂ペレットに樹脂用可塑剤（ブチルベン
ゼンスルホンアミド、大八化学工業製ＢＭ－４）を樹脂に対して約３０重量％になるよう
に加えて２軸混練機（日本製鋼所製）で混練し、得られた可塑剤入り樹脂とエラストマー
ペレットとを再び２軸混練機（日本製鋼所製）で混練して可塑剤入りエラストマー組成物
のペレットを作製した（動的架橋されている）。作製したペレットをＴ－ダイ成形機にて
シート状に成形し、下記組成のゴムコンパウンド２mmのシートで挟んで１８０℃で１５分
熱プレスして可塑剤を揮発及びゴムコンパウンドに移行させて除去し、エラストマー組成
物のシートを得た。
【００２７】
　　　　　　　　　　　　　　ゴムコンパウンドの組成
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
成分　　　　　　　　　　　　重量部　　　メーカー、グレード
天然ゴム　　　　　　　　　　８０　　　　ＲＳＳ＃１
ＳＢＲ１５０２　　　　　　　２０　　　　日本ゼオン製、ニポール１５０２
ＦＥＦカーボンブラック　　　５０　　　　中部カーボン製、ＨＴＣ１００
ステアリン酸　　　　　　　　２　　　　　花王製、ルナックＹＡ
酸化亜鉛　　　　　　　　　　３　　　　　正同化学製、亜鉛華３号
硫黄　　　　　　　　　　　　３　　　　　軽井沢精錬所製、粉末硫黄
加硫促進剤　　　　　　　　　１　　　　　大内新興化学工業製、ノクセラーＮＳ－Ｐ
アロマオイル　　　　　　　　２　　　　　日本石油製、コウモレックス３００　　　
　得られたシートの物性を以下の試験方法で測定し、結果を表Ｉに示した。
物性評価試験法
　通気度：ＪＩＳ　Ｋ　７１２６「プラスチックフィルム及びシートの気体透過度試験方
法（Ａ法）」に準じた。
【００２８】
　試験片：各例で作成したフィルムサンプルを用いた。
【００２９】
　試験気体：空気（Ｎ2：Ｏ2＝８：２）
　試験温度：３０℃
　空気圧維持のため、２０×１０-12（cm3・cm／cm2・sec・cmHg）以下が良好で、１５×
１０-12（cm3・cm／cm2・sec・cmHg）以下が好ましい。
【００３０】
　Ｍ５０（－２０℃）：ＪＩＳ　Ｋ６２５１に準拠して－２０℃で測定。
【００３１】
　動的疲労（－２０℃）
　－２０℃の定ひずみ試験：ＪＩＳ　３号ダンベルを用い、定ひずみ試験機（上島製作所
製）にて－２０℃以下で４０％の繰返しひずみをかけた。ワイブルプロットによる破断率
７０％の点が１００万回を超えたものを合格とした。
【００３２】
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【表１】

【００３３】
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【表２】

【００３４】
　表Ｉ脚注
　＊１：Ｅｘｘｏｎ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ製ＩＰＭＳ（Ｅｘｘｏｎ８９－
４）（粘度：２００Ｐａ・ｓ）
　＊２：三井化学（株）製Ｍａｈ－ＥＰＭ（タフマーＭＰ０６２０）（粘度：１２０Ｐａ
・ｓ）
　＊３：Ｂａｙｅｒ製Ｂｒ－ＩＩＲ（Ｂｒｏｍｏｂｕｔｙｌ　Ｘ２）（粘度：２０Ｐａ・
ｓ）
　＊４：Ｅｘｘｏｎ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ製ＩＩＲ（Ｅｘｘｏｎ　Ｂｕｔ
ｙｌ２６８）（粘度：８０Ｐａ・ｓ）
　＊５：ＢＡＳＦ製ＰＩＢ（Ｏｐｐａｎｏｌ　Ｂ１００）（粘度：３００Ｐａ・ｓ）
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　＊６：正同化学（株）製亜鉛華（亜鉛３号）
　＊７：日本油脂（株）製ステアリン酸（ビーズステアリン酸）
　＊８：宇部興産（株）製ナイロン６，６６（ウベナイロン　５０３３Ｂ）（粘度：５０
０Ｐａ・ｓ）
　＊９：宇部興産（株）製ナイロン６（ウベナイロン　１０３０Ｂ）（粘度：５００Ｐａ
・ｓ）
　＊１０：ＡＲＫＥＭＡ（株）製ナイロン１１（リルサン　ＢＥＳＮＯＴＬ）（粘度：２
００Ｐａ・ｓ）
可塑剤入りナイロンの粘度
　可塑剤入りナイロン１１：１５０Ｐａ・ｓ
　可塑剤入りナイロン６：１７０Ｐａ・ｓ
　可塑剤入りナイロン６，６６：２００Ｐａ・ｓ
比較例８－１３
　エラストマー及び架橋剤を密閉型バンバリーミキサー（神戸製鋼所製）にて１００℃２
分間混合してコンパウンドを作製し、ゴムペレタイザー（森山製作所製）にてペレット状
に加工した。コンパウンドのペレットと樹脂ペレットを２軸混練機（日本製鋼所）で混練
した。一部はゴム比率が高すぎるため、相反転して混練不可であった。作製したペレット
をＴ－ダイ成形機にてシート状に成形し、熱可塑性エラストマー組成物のシートを得た。
得られたシートの物性を前述のようにして測定し結果を表IIに示した。
【００３５】
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【表３】

【００３６】
比較例１４－１６
　エラストマー及び架橋剤を密閉型バンバリーミキサー（神戸製鋼所製）にて１００℃２
分間混合してコンパウンドを作製し、ゴムペレタイザー（森山製作所製）にてペレット状
に加工した。樹脂ペレットに樹脂用可塑剤（ブチルベンゼンスルホンアミド、大八化学工
業製ＢＭ－４）を樹脂に対して約３０重量％になるように加えて２軸混練機（日本製鋼所
製）で混練し、できた可塑剤入り樹脂とゴムペレットを再び２軸混練機（日本製鋼所製）
で混練して可塑剤入りエラストマー組成物のペレットを作製した。作製したペレットをＴ
－ダイ成形機にてシート状に成形し、熱可塑性エラストマー組成物のシートを得た。得ら
れたシートの物性を前述のようにして測定し、結果を表IIIに示した。
【００３７】
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【表４】

【００３８】
タイヤ試験
　得られたシートを用いて以下のタイヤ試験を行なった。結果は表IVに示す。
【００３９】
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【表５】

【００４０】
　エア漏れ試験：各例に記載の材料（厚み０．１５mm）をインナーライナーに用いて１９
５／６５／Ｒ１５サイズのタイヤを作製し、空気圧２５０ＫＰａ、２５℃雰囲気下で３ヶ
月内圧変化を測定し、ブチルゴム／天然ゴム８０／２０重量％の標準インナーライナーを
使用したタイヤと比較し、内圧保持率が同等以上であるものを合格、同等未満であるもの
を不合格とした。
【００４１】
　－２０℃動的耐久試験：各例に記載の材料（厚み０．１５mm）をインナーライナーに用
いて１９５／６５／Ｒ１５サイズのタイヤを作製し、空気圧１２０ＫＰａ、－２０℃雰囲
気下で４．８ｋＮの荷重をかけて金属ドラム上を３００００kmまで走行させた。走行後イ
ンナーライナーを観察し、クラックが発生したものを不合格とした。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本発明によれば、熱可塑性樹脂の特性（例えば耐熱性、低ガス透過性、耐薬品性）を生
かしつつ柔軟な弾性体を得ることができるため、例えば耐熱性、低ガス透過性、耐薬品性
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、高動的耐久性を併せ持ったインナーライナーを作製することができ、同様の特性から、
空気入りタイヤの他の部位やホース内管、パッキングなどに用いることもできる。
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